令和７年度
横須賀市上下水道局水道用地貸付
一般競争入札説明書
・この入札に参加するには事前の申し込みが必要です。
・入札に参加を希望される方は、この説明書の内容を十分把握したうえでご参加ください。
横須賀市上下水道局
経営部用地管理課
令和７年度横須賀市上下水道局水道用地貸付の
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「令和７年度　横須賀市上下水道局水道用地貸付」の一般競争入札説明書
1 趣旨
横須賀市上下水道局（以下「当局」という。）が所有する資産の有効活用を目的として、当局所有の水道用地（以下「貸付物件」という。）を貸駐車場として一括で賃貸し、当該駐車場の整備、運営、維持管理等の業務（以下「駐車場業務」という。）を行う事業者（以下「事業者」という。）を募集し、一般競争入札により決定します。

2 貸付物件

	施設名
	所在・地番等
	地目等
	面積
	最低貸付価格

（税抜月額）

	横須賀市
上下水道局
水道用地
	鎌倉市台三丁目722番４の一部
	水道用地
	313㎡
	24,325円

	
	鎌倉市台三丁目723番４
	水道用地
	
	

	
	鎌倉市台三丁目723番６
	宅地
	
	

	
	鎌倉市台三丁目724番４の一部
	水道用地
	
	

	
	鎌倉市台三丁目724番10
	宅地
	
	

	
	鎌倉市台三丁目727番３の一部
	水道用地
	
	


· 最低貸付価格には、消費税及び地方消費税相当額（以下「消費税等額」という。）を含みません。契約では、消費税等額が加算されます。
3 スケジュール
	項　　　目
	日　　　程

	入札説明書配布
	令和７年７月25日（金）から８月７日（木）まで

	質問受付期間
	令和７年７月28日（月）から８月１日（金）まで

	入札参加申込受付期間
	令和７年８月４日（月）から８月７日（木）まで

	入札期間
	令和７年８月８日（金）から８月18日（月）まで

	開札
	令和７年８月20日（水）

	契約の締結
	令和７年９月１日（月）

	貸駐車場運用開始
	令和７年10月１日（水）


4 本入札の事務局
所在地：〒238-8550横須賀市小川町11番地 横須賀市役所１号館８階
部署名：横須賀市上下水道局 経営部 用地管理課

電　話：046-822-8613（直通）　FAX：046-821-4611

E-Mail：lad-ws@city.yokosuka.kanagawa.jp
5 入札参加（申込）資格
次の条件を全て満たす法人に限り申込みが可能です。

(1) 駐車場施設の経営に必要な知識、経験、資力及び法律上必要とする資格、登録等を有すること。
(2) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項第１号の規定に該当しないこと。
(3) 横須賀市から指名停止措置を受けていないこと。
(4) 経営不振の状態（破産手続若しくは会社更生手続その他類似の手続開始の申し立てがなされている、特別清算手続若しくは会社清算手続が開始されている、又は手形取引停止処分がなされている。）にないこと。
(5) 時間貸駐車場に関し、神奈川県内で２か所以上の運営の実績を有し、かつ１か所は公告日（令和７年７月25日）まで過去２年以上継続して運営していること。
(6) 駐車場の収益率を上げるため、月極駐車場(１月単位で利用者から賃料を徴収する駐車場を言う。)や時間貸駐車場の運営だけでなく、予約制駐車場やカーシェアリングサービス等を導入することが可能なこと。
(7) 令和７年７月25日において、トラブル発生時に迅速な対応を実施するため、24時間365日対応可能なコールセンターを確保する者であること。
(8) 市町村税（特別区税を含む）の滞納がないこと。
(9) 令和７年７月25日において、神奈川県内に営業拠点を有し、貸駐車場の運営中にトラブルが発生した場合に対応可能な保守・緊急対応の拠点を鎌倉市又は隣接市町村内に確保していること。
(10) 関係法令の規定を遵守していること。
(11) 横須賀市暴力団排除条例（平成24年横須賀市条例第６号）第２条第２号又は第５号のいずれかに該当する者でないこと。
(12) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体でないこと。
6 主な契約条件
(1) 貸付期間
令和７年９月１日から令和10年３月31日までの２年７か月間とする。同一条件での契約更新に両者が合意した場合は、１年単位で契約更新を可能とします。ただし、貸付期間は当初の貸付期間と合わせて５年を超えないものとします。

なお、貸付期間の更新を希望する場合は、貸付期間満了日の８か月前までに書面をもって当局に申し出なければなりません。
(2) 貸付物件の用途等
貸付物件は、貸付期間中、鎌倉市特定土地利用における手続及び基準等に関する条例（平成23年鎌倉市条例第10号）に該当しない貸駐車場（月極駐車場、無人機械式時間貸駐車場、予約制駐車場等）として使用するものとし、他の用途に使用することはできません。ただし、円滑な駐車場運営に支障をきたさないと当局が判断した場合は、自動販売機、貸駐車場の防犯装置等の設置を可能とします。
運営形態（駐車台数、月極・時間貸、予約制駐車場、カーシェアリングサービス導入等）については、周辺地域のニーズに対応し最も収益が上がるように運営してください。
(3) 駐車場利用者との契約条件

事業者が駐車場利用者に貸付物件を使用させる際の契約条件については、事業者が自己の裁量において定めることとします。

(4) 貸付料

1 貸付料は、入札により決定した額に消費税等額を加算した額とします。
2 次のいずれか該当する場合は、当局及び事業者は相手方に賃料の改定の協議を求めることができるものとします。
1 土地に対する租税その他の負担の増減により、賃料が不相当となった場合 
2 土地の価格の上昇又は下落その他の経済事情の変動により、賃料が不相当となった場合
3 近傍類似の貸駐車場使用料が変動し、賃料が不相当となった場合
3 貸付料は、令和７年９月は準備期間のため免除、令和７年10月から令和８年３月までの６か月分を令和７年９月末払い、令和８年度以降が１年度分を同年４月末払いとし、当局が発行する納付書によりお支払いください。
(5) 貸付料の延滞金

貸付料を納付期限までに納付しない場合の延滞金は、その納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、横須賀市の公有財産規則（昭和46年規則第26号）に定める割合を乗じて計算して得た額とします。
(6) 契約保証金

1 事業者は、本件契約の締結と同時に、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第２項に規定する契約保証金（以下「契約保証金」という。）として、貸付料の５月分を、当局が発行する納付書により納入してください。

2 (4)貸付料イにより貸付料が増額された場合の契約保証金は、貸付料の増額と同様の割合で、貸付料増額の日から改正されるものとし、増額後の契約保証金の額（円未満切捨て）と従前の契約保証金の額との差額を、当局が発行する納付書により、当該増額の日から30日以内に納入してください。

3 当局に対する契約保証金の返還請求権を第三者に譲渡し、又は質権、譲渡担保その他いかなる方法によっても契約保証金の返還請求権に担保権を設定してはいけません。

4 契約保証金は、本件契約が終了し貸付物件の返還完了後に還付します。ただし、事業者において未納の貸付料、損害賠償その他の債務があるときは、契約保証金のうちからこれを控除します。
5 契約保証金を還付する場合、契約保証金には、利息は付きません。

6 契約保証金の額が前項ただし書に規定する債務金を償うに足りない場合は、その不足額を納付してください。
7 納付済の入札保証金は、契約保証金の一部として充当します。

8 アの規定により納付した契約保証金の額が貸付料の改定により著しく不相当と認められるときは、契約保証金の額を改定します。
(7) 物件の引渡し
貸付物件は、貸付開始時に現状のまま引き渡します。
(8) 契約不適合責任
事業者は、契約締結後、貸付物件に数量の不足その他隠れた契約不適合のあることを発見しても、貸付料の減免又は損害賠償の請求をすることができないものとします。

(9) 権利譲渡等の禁止
事業者は、貸付に基づく権利の全部を第三者に譲渡し、転貸し、質入若しくは担保に供し、又は営業の委託若しくは名義貸し等をすることはできません。
ただし、事業者と駐車場利用者との駐車場使用契約、自動販売機設置事業者との契約は転貸に当たらないものとします。
(10) 保管場所使用承諾証明書の発行
月極駐車場契約者から保管場所使用承諾証明書の発行を求められたときは、当局に代わり関係書類を発行してください。
(11) 修繕義務等

当局は貸付物件の修繕義務を負わないものとし、貸付物件について維持、保存、改良その他の行為をするため支出する経費は、すべて事業者の負担とする。ただし大規模修繕又は改修は当局が行うこととします。（次表参照）
	
	項   目
	当局
	事業者

	１
	敷地内外の樹木剪定、雑草の除去、不法投棄物の除去等、物件の表面上の保全に要する費用
	
	〇

	２
	貸駐車場施設、防犯装置その他の工作物等の設置、管理・運営、原状回復、修繕等(項番３ を除く。)に要する費用
	
	〇

	３
	貸駐車場施設の大規模な修繕又は改修(事前協議が必要)
	〇
	

	４
	貸付物件の運用に伴う近隣住民等からの苦情、要望等の処理
	
	〇

	５
	貸付物件に係る当局の所有権を対象として付加される公租公課(項番６を除く。)
	〇
	

	６
	貸付物件に係る当局の所有権を対象として付加される公租公課のうち、事業者が施工した諸設備に係るもの
	
	〇


(12) 滅失又は毀損の通知

事業者は、貸付物件の全部又は一部が滅失又は毀損したときは、直ちに当局にその状況を通知してください。

(13) 滅失又は毀損の原状回復

事業者の責に帰する事由により貸付物件を滅失又は毀損したときは、事業者の責任において原状に回復してください。また、原状回復が困難となるような使用をしないでください。

(14) 物件保全義務等
事業者は、善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全に努めてください。
事業者は、貸付物件が天災その他の事由によって損壊し、第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとし、当局が事業者に代わって賠償の責を果たしたときは、事業者に求償することができることとします。
(15) 近隣住民等への配慮

事業者は、近隣住民その他第三者との間で紛争が生じないよう配慮してください。また、貸付物件に係る整備、運営管理等に伴い第三者から苦情、その他紛争が生じたときは、自らの責任においてすべて解決してください。

(16) 駐車場利用者等への対応

事業者は、貸付物件に係る運営管理等により駐車場利用者等からトラブル、苦情、その他紛争が生じたときは、自らの責任においてすべて解決してください。

(17) 貸付物件の調査等
当局は、必要と認めるときは、貸付物件を調査し、又は事業者に報告若しくは資料の提出を求めることができるものとします。この場合において、事業者は、その調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはなりません。
事業者は、月毎に利用状況及び売上状況を集計し、速やかに当局に報告してください。
(18) 契約の解除

1 次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、当局は本契約を解除することができるものとします。
1 当局、国、他の地方公共団体その他の公共団体において、貸付物件を公用又は公共用に供するための必要が生じたとき。

2 事業者が貸付物件を(2)貸付物件の用途等で使用しないとき、又はその目的で使用することをやめたとき。

3 事業者が貸付料を納付期限後３か月以上経過して、なお納付しないとき。

4 事業者が本件契約に定める義務を履行しないとき。

5 事業者の事業内容、資力、信用状態等の重要な事項に関して、虚偽があったとき。

6 事業者が、破産、会社更生、民事再生、清算又は特別清算その他倒産法制上の手続について、事業者の取締役会でその申立てを決議したとき、又は第三者（事業者の取締役を含む。）によってその申立てがなされたとき。

7 事業者の発行する手形又は小切手が不渡りとなったとき。
2 ア②から⑦の事由によって契約が解除されたとき、事業者は違約金として３か月分の賃料相当額を当局に支払わなければなりません。なお、当局は、事業者の負担した契約の費用、貸付物件に支出した必要費及び有益費、その他の一切の費用は償還しません。
3 前項の違約金は、事業者がその契約上の義務を履行しないため、当局に損害を与えた場合に当局に支払うべき損害賠償額の予定又はその一部と解釈しないものとします。
(19) 貸付物件の閉鎖 
1 当局が(18)契約の解除ア①事由による契約の解除又は貸付期間の満了に合わせて、貸付物件の全部又は一部を閉鎖する場合は、解除又は契約期間満了の３か月前までに、事業者にその旨を通知します。
2 事業者がアの通知を受けたときは、速やかに駐車場利用者に対して、駐車場使用契約を解約する旨を通知するとともに、契約解除日又は貸付期間満了の日までに駐車場利用者との駐車場使用契約を解約しなければなりません。
3 当局が水道管の緊急工事が必要と判断した場合は、(18)契約の解除ア①事由による契約の解除に該当し直ちに貸付物件の全部又は一部を閉鎖し、事業者にその旨を通知します。
4 事業者がウの通知を受けたときは、速やかに駐車場利用者に対して、駐車場使用契約を解約する旨を通知するとともに、工事への協力をお願いしてください。
(20) 天災地変 
当局及び事業者は、本契約締結後に、天災等当事者の責に帰すべからざる事由による貸付物件の全部又は一部の滅失、毀損等により本契約の目的が達せられなくなった場合は、相手方に対し本契約の全部又は一部の解除を申し入れることができるものとします。
(21) 貸付料の清算 
(18)契約の解除から（20）天災地変までの規定により本契約の全部又は一部を解除又は解約した場合において、１か月に満たない期間が生じた場合は、月額賃料を当該月の日数で除し、当該月の使用日数を乗じた額を当月分の賃料とします。 
(22) 原状回復

事業者は、契約期間満了時又は解約により本契約が終了したとき及び(18)契約の解除ア②から⑦までの規定により本契約が解除されたときは、自己の負担において速やかに原状回復し書面をもって返還してください。ただし、貸付期間満了前に引き続き貸付物件を使用することができることが明らかになったときは、当該貸付物件を原状に回復することなく、引き続き使用することができます。また、当局が現状に回復させることが適当でないと認めた場合は、この限りではありません。
(23) 貸付料の清算
1 (18)契約の解除ア①の規定により本契約が解除されたときは、当局は納付済みの未経過期間にかかる貸付料を事業者に返還します。ただし、その額が千円未満の場合には、この限りでないものとします。
2 前項及び次項の規定により返還する納付済みの未経過期間にかかる貸付料には利息を付さないものとします。

3 当局は、本契約の解除により、事業者が違約金その他本契約に基づき金銭を当局に支払うべき義務があるときは、アの規定にかかわらず、返還する未経過期間にかかる貸付料の全部又は一部と相殺します。

(24) 損害賠償等
1 事業者は、本件契約に定める義務を履行しないため当局に損害を与えたときは、その損害を賠償していただきます。

2 事業者は、(18)契約の解除ア①の規定により契約が解除されたときは、これによって生じた損失について、当局にその補償を求めることができます。

3 事業者は、アの規定により損害賠償をする場合において、当局が(23)貸付料の清算ウの規定により当該損害賠償金の一部を未経過期間にかかる納付済みの貸付料と相殺し、なお不足があるときは、不足額を納付するものとします。

(25) 有益費等の放棄 
事業者は、本件契約が満了したとき、又は本件契約を解除されたときは、貸付物件に事業者が支出した必要費又は改良費等の有益費、その他貸付物件の使用に伴い支出した費用があっても、これを当局に請求しないものとします。 

(26) 契約の費用
本件契約の締結及び履行に関して必要な費用は、事業者の負担とします。
(27) 貸駐車場に関する条件

事業者は、自らの責任と費用負担において貸駐車場等の整備、運営及び維持管理・修繕等を行うものとします。予約制駐車場及びカーシェアリングを実施する場合も同様に事業者の負担とします。
1 貸駐車場等の整備

1 貸付物件内には重要な水道管が埋設されています。施設の設置工事を行う時は、事前に当局と協議を行ってください。
2 次に掲げる法令のほか関連法令等を遵守してください。

Ⅰ 地方自治法（昭和22年法律第67号）

Ⅱ 駐車場法（昭和32年法律第106号）
Ⅲ 電気事業法（昭和39年法律第170号）
3 貸付物件内に建物を設置することはできません。

4 車室及び設備配置については、十分に安全を確保してください。特に、既存の設備等に支障をきたさないよう、十分な空間を確保してください。
5 電気を受電する場合は、自己の責任において行ってください。

6 貸駐車場の運営管理に係る電気引込柱、精算機等機器及び諸設備を設置する場合は、貸付物件内に設置してください。

7 一時停止の標板、指定進行方向指標板等の設置が必要な場合は、事業者が行ってください。
8 事業者は、貸付物件の使用にあたり、土地及び建物の形質を変改することはできません。ただし、あらかじめ当局から書面による承諾を受けたときは、この限りではありません。

9 事業者は、貸付物件及び設置した工作物を駐車場業務の目的以外に使用することはできません。
2 貸駐車場運営

1 貸付物件の目立つ場所に、緊急時の連絡先等を掲示し、トラブル等発生時には事業者と駐車場利用者が直接連絡できるようにしてください。

2 貸駐車場の運営中にトラブルが発生した場合のために、貸付物件に60分以内で対応可能な保守・緊急対応の拠点を設けてください。

3 精算機を設置する場合は、操作の説明書きを表示し、また防犯対策を講じてください。

4 防犯カメラを設置した場合のその映像については、個人情報保護に十分配慮してください。

5 駐車場利用者等による貸付物件内での事故については、事業者が責任をもって対応してください。

6 事業者、駐車場利用者等が、当局の設備を破損した場合は、事業者が責任をもって対応してください。
7 自動販売機を設置する場合は、次の条件を全て満たしてください。
Ⅰ 貸付場所に設置する自動販売機は清涼飲料水用とし、種類・容量・販売価格は指定しません。ただし、市場相場から逸脱しない範囲としてください。
Ⅱ エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーの転換等に関する法律（昭和54年法律第49号）に基づき経済産業大臣が定める「自動販売機の性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準等」により、省エネ対策を施した自動販売機を設置してください。
Ⅲ 自動販売機の設置にあたっては、日本産業規格「自動販売機の据付基準（JIS B8562）」や耐震化技術研究会策定の「自動販売機据付基準」等の基準を遵守し、転倒防止措置等安全対策を行ってください。
Ⅳ 自動販売機の設置に併設して、販売する飲料の容器の種類に応じた使用済容器の回収ボックスを必要数設置し、適切に回収・リサイクルしてください。
Ⅴ 経済産業省、農林水産省、財務省、厚生労働省の４省共同通達「自動販売機に対する統一ステッカー貼付の実施要項」に基づき、自動販売機に管理者及び連絡先を明記し、故障や問い合わせについて対応してください。
7 入札に関する質問

本説明書に関する質疑があるときは、質疑書（様式８）を作成のうえ、事務局にFAX又はメールで提出してください。質疑書以外による質疑は受け付けません。
(1) 受付期間
令和７年７月28日(月)から８月１日(金) 午後５時まで
(2) 受付先
部署名：横須賀市上下水道局 経営部 用地管理課

FAX：046-821-4611

E-Mail：lad-ws@city.yokosuka.kanagawa.jp
8 入札参加申込み
入札参加希望者は、下記に示した必要書類を提出し本入札に参加する資格があることの確認を事前に受けなくてはなりません。あらかじめ電話連絡を入れ提出日時を予約のうえ、申込場所に直接書類を持参してください。なお、郵送、電話、ファクシミリ、電子メール等による申込みはできません。
(1) 申込期間
令和７年８月４日(月)から８月７日(木)まで
午前９時から正午まで、午後1時から午後５時までとします。
(2) 申込場所
横須賀市上下水道局 経営部 用地管理課
〒238-8550　横須賀市小川町11番地　横須賀市役所１号館8階 ５番窓口
電話046-822-8613(直通)
(3) 申込方法
一般競争入札参加申込書（様式１）に必要事項を記入のうえ、次の書類を添えてお申込みください。
申込時に当局から提出書類に関し説明を求められた場合、または書類の不足があって追加要求等された場合は、上記の期間内にこれを提出してください。

申込に要する費用は、応募者の負担とし、提出書類に不備がある場合は受付できませんのでご注意ください。なお、提出書類は理由の如何を問わずお返ししません。
(4) 提出書類（各１部提出）
1 「令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付」の一般競争入札参加申込書（様式１）
2 登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（発行日から３か月以内のもの）
3 令和５年度及び令和６年度の法人市民税の納税証明書（市町村税）
4 「５ 入札参加(申込)資格」の第５号に記載した駐車場業務の実績を証する書類
※横須賀市又は国、他の地方公共団体で、行政財産目的外使用許可を受けていた場合や駐車場等の貸付契約を行っていた場合は、許可書の写や契約書の写でこの証明とすることができるものとします。

※合併等により、業務を引き継いだ場合も可能とします。その場合には合併等の経過がわかる書類を提出してください。
5 誓約書（様式２）

6 事業者に関する書類

・役員名簿（様式３）

・事業者概要（様式４）
・決算書（直近２年間）

・その他本事業を実施するため必要な資格を証明するもの（写し、随意）
※上記書類のほか、必要に応じて書類の提出を求めることがあります。

※提出された書類は、今回の選考以外には使用しません。
9 入札参加申込受付書の交付
入札参加申込書類は、原則として必要書類を持参された日に書類審査のうえ受付を行います。その場で上下水道局水道用地の貸付け一般競争入札参加申込書に受付印を押したもの（写し）を交付いたします。
これは、入札参加申込受付書になりますので、開札日当日に必ず持参してください。
10　入札参加資格の照会
入札参加資格の確認を行うため、当局が警察等関係機関に対して照会を行うことをご了承ください。
11　入札

(1) 入札方法

入札は、入札書（様式５）に必要な事項を記載し、記名押印のうえ、提出期限までに簡易書留により郵送してください。代理人が入札される場合には、委任状（様式６）を使用し、入札書に同封してください。
　　　注：法人がその従業員に手続きを行わせる場合には、委任状の提出は不要です。

委任状は、本説明書に添付のものを使用してください。

委任状を提出する場合は、必ずコピー（写し）をとっておいてください。

コピーした委任状（写し）は、開札日当日ご持参いただき確認します。
(2) 郵送先
　　　〒238-8799　横須賀郵便局留　横須賀市上下水道局経営部用地管理課行

　　　注：封筒には、入札者名を記載してください。また、委任状を同封したときは、その旨を記載してください（ともに表裏いずれも可）。
(3) 入札期間
　　　令和７年８月８日（金）から８月18日（月）まで必着のこと
　　　注：この期間内に入札書が当局に到達しないときは、入札は無効となりますので、余裕をもって郵送してください。
(4) 入札金額の記載方法

入札金額は、税抜月額の貸付料です。入札書へは、最初の数字の前に「￥」をつけ、算用数字を使用して記入してください。
(5) 入札書の引換え等の禁止

入札者は、その事由のいかんにかかわらず、郵送した入札書の引換え、変更又は取消しを行うことはできません。
(6) 入札の回数

入札の回数は１回とし、再度入札は行いません。
(7) 入札の無効

次の各号に該当する入札は無効とします。

1 入札に参加する資格がない者の入札

2 入札参加申込みしていない者による入札

3 所定の入札書によらない入札

4 入札書の記載事項が不明な入札、又は入札書に記名若しくは押印のない入札

5 一度記載した入札金額を訂正した入札書での入札

6 １人で２通以上の入札書を提出した入札

7 １人で他人の代理も兼ねて参加した者の入札又は1人で２人以上の代理をした者の入札

8 最低貸付価格を下回る額による入札

9 入札期間内に入札書が到達しなかった者の入札

10 郵送によらない者の入札

11 入札保証金を納付していない者の入札

12 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、もしくは不正の利益を得るために連合した者の入札
13 ボールペン等（書いた文字が消えないもの）以外で入札書に記載事項を記入した入札

14 その他入札に関する条件に違反した入札

12　開札の日時・場所

(1)  日時　令和７年８月20日（水）午後２時
(2)  場所　横須賀市役所１号館７階　上下水道局Ａ会議室

　注：開札時刻の30分前に開場し、受付を開始します。開場から開札時刻までの間に受付及び入札保証金の納付を必ず済ませてください。
開札時刻までに受付及び入札保証金が納付されない場合には、入札に参加できませんので、余裕をもってご参集ください。

開札会場への入室は、入札者又は代理人（その従業員を含む。）各２名までに限らせていただきます。

13　開札日の持参品等

(1) 上下水道局水道用地の貸付け一般競争入札参加申込書（写し）

　　　（参加申込手続完了時に交付のもの）
(2) 入札保証金

　　　100,000円（銀行振出小切手のみ可）
(3) 印鑑・身分証明書

開札会場への入室者は、入札者又は代理人との関係が分かる身分証明及び印鑑（認印可）を持参してください。
(4) 委任状関連（入札書郵送時に委任状を同封した場合のみ）

・委任状（コピーしたもの）

・代理人の法人登記簿及び印鑑証明書（個人の場合は住民票及び印鑑登録証明書）
(5) その他

入札参加申込時に当局が配布したもの

14　入札保証金

入札保証金は、100,000円で、電子交換所参加金融機関が振り出した銀行振出小切手（振出日より５日以内のもので、かつ、受取人は持参人払いとしたもの）に限ります。

開札日の受付時に入札保証金を納付して頂き、引き換えに預かり証を交付します。

落札した場合、入札保証金は契約保証金に充当できます。落札者が契約しない場合、入札保証金は返還しません。

落札できなかった場合、預かり証と引き換えに入札保証金を返還します。

15　開札

(1) 開札の立会

開札場所で立会人として開札に立会うことができます（立会は任意）。
(2) 開札方法

開札指定日時に、立会人の面前で開札します。
(3) 開札結果の通知

　開札の結果は、その場で入札者及び入札金額を公表します。

落札者があるときは落札者及び落札金額を、落札者がいないときはその旨を立会人に知らせます。
(4) 開札結果の公表

開札結果については、その内容（落札金額、落札者）を当局ホームページ上で公開いたします。入札参加者は、このことを了承したうえで参加してください。
16　落札者の決定及び一般競争入札参加資格の審査等
落札者は、有効な入札を行った者のうち、最高額で入札した者とします。ただし、落札となるべき貸付料の入札をした者が二者以上あるときは、直ちにくじによって決定します。この場合においてくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札に関係ない当局職員にくじを引かせます。
当該落札者について、本説明書に記載した資格を満たしているか否かの最終的な資格審査をしたうえで最終決定をします。
資格審査の結果、当該落札者に資格がないと認めたときは、当該落札を無効とし、順次、価格の高い入札者について同様の審査を行い、落札者として決定します。
17　契約の締結等

(1) 落札者は、令和７年９月１日（月）までに、令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付契約書（様式７）により契約を締結しなければなりません。
(2) 契約の締結及び履行等に関する費用については、落札者の負担となります。
なお、貸付料等の納入通知書送付先が契約住所と異なる場合は、「納入通知書送付先連絡票（任意様式）」を提出してください。

18　契約保証金等の支払方法

(1) 契約保証金は、貸付料の５月分とします。なお、入札保証金を契約保証金の一部に充当することができます。
(2) 契約保証金は、当局から送付する納付書により納付してください。
(3) 契約保証金は、契約が終了し貸付物件の返還完了後に還付します。ただし、事業者において未納の貸付料、損害賠償その他の債務があるときは、契約保証金のうちからこれを控除します。
(4) 貸付料は、当局から送付する納付書により納付してください。

19　貸付の開始

　　令和７年９月１日（月）から貸付が開始になります。貸付開始後、速やかに整備を行い、令和７年10月１日（水）より運営を開始してください。
20　その他

(1) 契約期間中に会社の名称変更、合併などがあった場合も、契約内容を引継ぐものとします。
(2) この説明書に定めのない事項については、横須賀市の契約規則（平成19年規則第22号）その他関係法令の定めるところによります。
貸付物件調書

	施設名
	横須賀市上下水道局水道用地

	所在・地番等
	鎌倉市台３丁目７２２番４ほか

	貸付位置
	位置図、平面図参照

	道路と貸付部件の関係
	西側でのＡｓ舗装道（幅員４ｍ）と約６ｍ接している。

	用途区域
	準工業地域

	アクセス
	湘南モノレール富士見町駅から徒歩約５分
県道302号小袋谷藤沢線より約250m

	備　　　考
	・当該用地はゴールドクレストスタジアム鎌倉に隣接しています。
・貸付物件の現況は、隣接地とはフェンス等で明確になっています。敷地を２分割するようにネットフェンスが設置されています。
・貸付物件は貸駐車場として使用するものとし、他の用途で使用できません。
・貸駐車場等の整備、運営及び維持管理・修繕等は事業者の責任と負担において行ってください。

・貸付物件内に建物を設置することはできません。

・貸付物件内には、水道管が埋設されています。施設の設置工事前に当局と施工協議を行ってください。
・貸駐車場の運営管理に係る精算機等機器及び諸設備を設置する場合は、貸付物件内に設置してください。
・車室の表示、一時停止の標板、指定進行方向指標板等の設置が必要な場合は、事業者が行ってください。

・貸付物件の使用にあたり、土地及び建物の形質を変改することはできません。ただし、あらかじめ当局から書面による承諾を受けたときは、この限りではありません。

・電気を受電する場合は、自己の責任において行ってください。
・公用、公共用又は当局の事務事業の用に供するため、貸付物件の全部又は一部を使用する必要が生じたとき、及び天災等当事者の責に帰すべからざる事由による貸付物件の全部又は一部の滅失、毀損等により本契約の目的が達せられなくなった場合は、相手方に対し本契約の全部又は一部の解除を申し入れることができます。



（１）位置図
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（２）平面図
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（様式１）

	受付番号
	
	

	令和　　年　　月　　日

「令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付」の一般競争入札参加申込書

（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

（所　在　地）

（名　　　称）

（代表者氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印

（事務担当責任者）

所属・職名

氏　　　名

連絡先住所

電　　　話

Ｆ　Ａ　Ｘ

Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

「令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付」の応募に申込みをします。

なお、入札参加資格（法人の場合は役員等を含む）の確認のため、警察等関係機関に対して照会を行うことを了承します。

提出書類：別添のとおり

	
	上下水道局

受付印
	


令和　　年　　月　　日
誓　約　書

（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

所　在　地　　 

名　　　称  　 
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
　「令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付」の応募に際し、下記項目に適合していることを誓約します。

なお、入札参加資格（法人の場合は役員等を含む。）の確認のため、警察等関係機関に対して照会を行うことを了承します。
記

（１）駐車場施設の経営に必要な知識、経験、資力及び法律上必要とする資格、登録等を有すること。

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項第１号の規定に該当しないこと。

（３）横須賀市から指名停止措置を受けていないこと。

（４）経営不振の状態（破産手続若しくは会社更生手続その他類似の手続開始の申し立てがなされている、特別清算手続若しくは会社清算手続が開始されている、又は手形取引停止処分がなされている。）にないこと。

（５）時間貸駐車場に関し、神奈川県内で２か所以上の運営実績を有し、かつ１か所は公告日（令和７年７月25日）まで過去２年間以上継続して運営していること。
（６）貸駐車場の収益率を上げるため、月極駐車場や時間貸駐車場の運営だけでなく予約制駐車場やカーシェアリングサービス等を導入することが可能なこと。

（７）令和７年７月25日において、トラブル発生時に迅速な対応を実施するため、24時間365日対応可能なコールセンターを確保する者であること。

（８）市町村税の滞納がないこと。

（９）令和７年７月25日において、神奈川県内に営業拠点を有し、貸駐車場の運営中にトラブルが発生した場合に対応可能な保守・緊急対応の拠点を本市又は隣接市町村内に確保する者であること。

（10）関係法令の規定を遵守していること。

（11）横須賀市暴力団排除条例（平成24年横須賀市条例第６号）第２条第２号又は第５号のいずれかに該当する者でないこと。
（12）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体でないこと。

役　員　名　簿

	法人名
	


　※　法人の登記事項証明書に記載されている役員全員について記入してください。

　※　氏名の欄には必ずフリガナを記入してください。

	役 職 名
	（フリガナ）

氏　　　　名
	生 年 月 日
	性別
	住　　　　　所

	
	(              )


	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	

	
	(              )


	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	

	
	(              )


	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	

	
	(              )


	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	

	
	(              )


	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	

	
	(              )


	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	

	
	(              )


	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	

	
	(              )


	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	

	
	(              )


	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	

	
	(              )

 
	Ｔ

Ｓ    年  月  日

Ｈ
	男・女
	


（様式４）

事　業　者　概　要

	事業者（会社）名
	

	代表者名
	

	所在地
	本　　　　社
	

	
	神奈川県内の

主たる事務所
	

	資本金
	

	設立年月日
	

	主たる業務
	

	保守・緊急対応の拠点（本市・近接市町村内）
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	本社所在地
	

	
	保守・緊急

対応の拠点
	

	24時間365日対応可能なコールセンター
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	本社所在地
	

	
	コールセン

ター所在地
	


（様式５）
入　　　札　　　書

令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付
令和　　年　　月　　日
（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

入札者　　　住　所

（所在地）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（法人名・代表者名）

代理人　　　住　所

（所在地）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
「令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付の一般競争入札説明書」に記載された内容を全て承知し、次のとおり入札します。

	物件の名称
	横須賀市上下水道局水道用地


	金　　額

（税抜月額）
	
	
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円


貸付料は、上記金額に消費税及び地方消費税相当額を加算した額になります。
※１　本入札書への御記入にあたっては、必ず入札説明書をご確認ください。

　　　２　入札金額は、１か月間（税抜月額）の貸付料を記載してください。なお、入札金額は、アラビア数字で明確に記入し、金額の頭初に「￥」を必ず記入してください。入札金額を書き損じた入札書は無効となります。

３　入札者（委任者）及び代理人（受任者）の印鑑は、必ず実印を使用してください。

（入札者の従業員に手続きを行わせる場合は、委任状は必要ありません。）

４　提出書類（参加申込書・入札書・委任状（該当する場合のみ））に押印する印鑑（実印）は、すべて同一のものを使用してください。
（様式６）

委　　　任　　　状

令和　　年　　月　　日

（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

私は、「令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付」の一般競争入札にあたり、次の代理人に入札に関する一切の権限を委任します。

入札者　　　住　所

（委任者）　（所在地）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（法人名・代表者名）

代理人　　　住　所

（受任者）　（所在地）

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
※１　本委任状は、代理人が入札を行う際に提出していただくものです。入札者本人（法人がその従業員に委任する場合を含む）が入札する場合には、提出の必要はありません。

　２　入札者（委任者）及び代理人（受任者）の印鑑は、必ず実印を使用してください。

　３　本委任状の入札者（委任者）及び代理人（受任者）並びに印鑑は、入札書と同一であることを確認してください。

　４　本委任状は、入札書と同封して郵送してください。

　５　本委任状は、開札当日の受付にて提示をお願いしますので、必ずコピー（写し）を取っておいてください。

（様式７）

[収入印紙]

令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付契約書（案）

貸付人　横須賀市(以下｢甲｣という。)、借受人　[落札者](以下｢乙｣という。)は、「令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付」について、甲乙の間において、次の条項により賃貸借契約を締結する。
(貸付物件) 
第1条　貸付物件は、次のとおりとする。 
	物　　件　　名
	所　　　　在
	地目・構造
	数量（㎡）

	横須賀市上下水道局
水道用地
	鎌倉市台三丁目722番４の一部
	水道用地
	313㎡

	
	鎌倉市台三丁目723番４
	水道用地
	

	
	鎌倉市台三丁目723番６
	宅地
	

	
	鎌倉市台三丁目724番４の一部
	水道用地
	

	
	鎌倉市台三丁目724番10
	宅地
	

	
	鎌倉市台三丁目727番３の一部
	水道用地
	


(貸付期間) 
第２条　貸付期間は、令和７年９月１日から令和10年３月31日までの２年７か月間とする。

２　本契約に基づく貸付期間の更新は、同一の条件により１年単位で行うことができる。ただし、当初の貸付期間を含め、更新後の貸付期間は５年を超えないものとする。
３　貸付期間の更新を希望する場合、貸付期間満了日の８か月前までに書面にて当局に申請しなければならない。
(貸付物件の用途等)

第３条　乙は、貸付物件を本契約の貸付期間中において、鎌倉市特定土地利用における手続及び基準等に関する条例（平成23年鎌倉市条例第10号）に該当しない貸駐車場（月極駐車場、無人機械式時間貸駐車場、予約制駐車場等）として使用するものとし、他の用途に使用することはできないものする。ただし、甲が承諾した場合は、自動販売機、貸駐車場の防犯装置等の設置を可能とする。
２　乙は、自らの責任と費用負担において貸駐車場等の整備、運営及び維持管理・修繕等を行うものとする。
３　乙が駐車場利用者に貸付物件を使用させる際の契約条件については、乙が自己の裁量において定めることとする。

(貸付料) 
第４条　第２条に定める期間に係る貸付料は、金○○円（月額○○円×30か月）に消費税及び地方消費税相当額を加算した額（円未満切捨て）とする。

２　令和７年９月１日から同月30日までは準備期間とし、貸付料は無料とする。
(貸付料の改定)

第５条　貸付料の改定は、次のいずれか該当する場合は、甲及び乙は相手方に協議を求めることができるものとする。
(1） 土地に対する租税その他の負担の増減により、賃料が不相当となった場合 
(2） 土地の価格の上昇又は低下その他の経済事情の変動により、賃料が不相当となった場合
(3） 近傍類似の駐車場使用料が変動し、賃料が不相当となった場合
(貸付料の納付) 
第６条　乙は、前条に定める貸付料は、年度毎に甲の発行する納入通知書により甲の定める期日までに納付しなければならない。ただし、納入通知書に記載された納入期限が金融機関の休日に当たるときは、前の営業日までとする。

２　甲は、第21条第１項第２号から第７号までに定める事由により本件契約が解除されたときは、既納の貸付料を乙に返還しない。

(貸付料の延滞金) 
第７条　乙は、前条第１項の規定に基づき、甲が定める納付期限までに貸付料を納付しないときは、その納付期限の翌日から納付した日までの日数に応じ、横須賀市の公有財産規則（昭和46年規則第26号）に定める割合を乗じて計算して得た額を延滞金として甲に納付しなければならない。
(契約保証金)

第８条　乙は、本件契約の締結と同時に、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第２項に規定する契約保証金（以下「契約保証金」という。）として、貸付料の５月分を、甲の発行する納付書により甲に納入しなければならない。

２　第５条の規定により貸付料が増額された場合の契約保証金は、貸付料の増額と同様の割合で、貸付料増額の日から改正されるものとし、乙は、増額後の契約保証金の額（円未満切捨て）と従前の契約保証金の額との差額を、甲の発行する納付書により、当該増額の日から30日以内に甲に納入しなければならない。

３　乙は、甲に対する契約保証金の返還請求権を第三者に譲渡し、又は質権、譲渡担保その他いかなる方法によっても契約保証金の返還請求権に担保権を設定してはならない。
４　契約保証金は、本件契約が終了し貸付物件の返還完了後に還付する。ただし、借受人において未納の貸付料、損害賠償その他の債務があるときは、契約保証金のうちからこれを控除する。
５　契約保証金を還付する場合、契約保証金には、利息を付さない。
６　乙は、契約保証金の額が第４項ただし書に規定する債務金を償うに足りない場合は、その不足額を納付しなければならない。
７　納付済の入札保証金は、前項の契約保証金の一部として充当する。

８　第１項の規定により納付した契約保証金の額が貸付料の改定により著しく不相当と認められるときは、契約保証金の額を改定するものとする。
(物件の引渡し)
第9条　甲は、第２条第1項に定める貸付期間の初日に貸付物件を乙に引き渡ししたものとする。

(契約不適合責任)

第10条　乙は、この契約締結後、貸付物件に数量の不足その他隠れた契約不適合のあることを発見しても、貸付料の減免又は損害賠償の請求をすることができないものとする。
(権利譲渡等の禁止) 
第11条　乙は、貸付に基づく権利の全部を第三者に譲渡し、転貸し、質入若しくは担保に供し、又は営業の委託若しくは名義貸し等をすることはできない。ただし、乙と駐車場利用者との駐車場使用契約、自動販売機設置事業者との契約は、転貸に当たらないものとする。

(保管場所使用承諾証明書の発行)
第12条　乙が月極駐車場利用者から保管場所使用承諾証明書の発行を求められたときは、当局に代わり関係書類を発行すること。
(修繕義務等)

第13条　甲は、貸付物件の修繕義務を負わないものとし、当該貸付物件について維持、保存、改良その他の行為をするため支出する経費は、すべて乙の負担とする。ただし大規模修繕又は改修は甲が行うこととする。
(滅失又は毀損の通知)

第14条　乙は、貸付物件の全部又は一部が滅失又は毀損したときは、直ちに甲にその状況を通知しなければならない。

(滅失又は毀損の原状回復)

第15条　乙の責に帰する事由により貸付物件を滅失又は毀損したときは、乙の責任において原状に回復しなければならない。また、原状回復が困難となるような使用をしてはならない。

(物件保全義務等) 
第16条　乙は、善良な管理者としての注意をもって貸付物件の維持保全に努めなければならない。
２　乙は、貸付物件が天災その他の事由によって損壊し、第三者に損害を与えたときは、その賠償の責を負うものとし、甲が乙に代わって賠償の責を果たしたときは、乙に求償することができる。
(近隣住民等への配慮)

第17条　乙は、近隣住民その他第三者との間で紛争が生じないよう配慮しなければならない。

２　乙は、貸付物件に係る整備、運営管理等に伴い第三者から苦情、その他紛争が生じたときは、自らの責任においてすべて解決しなければならない。

(駐車場利用者等への対応)

第18条　乙は、貸付物件に係る運営管理等により駐車場利用者等からトラブル、苦情、その他紛争が生じたときは、自らの責任においてすべて解決しなければならない。

(使用禁止等)

第19条　甲は、甲の設備等の維持管理、緊急作業等必要な事態が発生したとき、及び災害時には、貸付物件への立入り又は使用を禁止又は制限することができる。なお、この場合において、甲は乙に原則として事前に通知するものとする。

２　前項に係る乙が支払うべき貸付料については、甲乙別途協議することとする。

(貸付物件の調査等) 
第20条　甲は、必要と認めるときは、貸付物件を調査し、又は乙に報告若しくは資料の提出を求めることができるものとする。この場合において、乙は、その調査を拒み、妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。
２　乙は、月毎に利用状況及び売上状況を集計し、速やかに甲に報告しなければならない。

(契約の解除) 
第21条　甲は、次の各号のいずれかに該当する事態が生じたときは、本件契約を解除することができる。 
(1)　甲、国、他の地方公共団体その他の公共団体において、貸付物件を公用又は公共用に供するための必要が生じたとき。

(2)　乙が貸付物件を第３条第１項の用途等で使用しないとき、又はその目的で使用することをやめたとき。

(3)　乙が貸付料を納付期限後３か月以上経過して、なお納付しないとき。

(4)　乙が本件契約に定める義務を履行しないとき。

(5)　乙の事業内容、資力、信用状態等の重要な事項に関して、虚偽があったとき。

(6)　乙が、破産、会社更生、民事再生、清算又は特別清算その他倒産法制上の手続について、乙の取締役会でその申立てを決議したとき、又は第三者（乙の取締役を含む。）によってその申立てがなされたとき。

(7)　乙の発行する手形又は小切手が不渡りとなったとき。
２　前項(2)から(7)の事由によって契約が解除されたとき、乙は違約金として３か月分の賃料相当額を当局に支払わなければならない。なお、当局は、事業者の負担した契約の費用、貸付物件に支出した必要費及び有益費、その他の一切の費用は償還しない。

３　前項の違約金は、乙がその契約上の義務を履行しないため、甲に損害を与えた場合に甲に支払うべき損害賠償額の予定又はその一部と解釈しないものとする。
(違約金) 
第22条　甲は、乙がこの契約の義務に違反したときは、当該期間に係る貸付料の額の３倍に相当する金額を請求することができる。

２　前項の違約金は、乙がこの契約上の義務を履行しないため、甲に損害を与えた場合に支払うべき損害賠償の予定又はその一部として解釈しないものとする。

(原状回復)

第23条　乙は、貸付期間が満了したとき、又はこの契約を解除されたときは、甲の指定する期日までに乙の費用で貸付物件を原状に復し、甲の定める様式による書面をもって返還しなければならない。ただし、甲が原状に復する必要がないと認めたときは、現状のまま返還することができるものとする。

２　前項の返還は、甲の立会いの上で行うものとする。

(貸付料の清算) 
第24条　甲は、第21条第１項第１号の規定により本契約が解除されたときは、納付済みの未経過期間にかかる貸付料を返還する。ただし、その額が千円未満の場合には、この限りでない。
２　前項及び次項の規定により返還する納付済みの未経過期間にかかる貸付料には利息を付さないものとする。

３　甲は、本契約の解除により、乙が第22条の規定に基づく違約金その他本契約に基づき金銭を甲に支払うべき義務があるときは、第１項の規定にかかわらず、返還する未経過期間にかかる貸付料の全部又は一部と相殺する。

(損害賠償等) 
第25条　乙は、本件契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 
２　乙は、第21条第１項第１号の規定により契約が解除されたときは、これによって生じた損失について、その補償を求めることができる。

３　乙は、第1項の規定により損害賠償をする場合において、甲が前条第３項の規定により当該損害賠償金の一部を未経過期間にかかる納付済みの貸付料と相殺し、なお不足があるときは、不足額を納付するものとする。

(有益費等の放棄) 
第26条　乙は、本件契約が満了したとき、又は本件契約を解除されたときは、貸付物件に乙が支出した必要費又は改良費等の有益費、その他貸付物件の使用に伴い支出した費用があっても、これを甲に請求しないものとする。 
(契約の費用) 
第27条　本件契約の締結及び履行に関して必要な費用は、乙の負担とする。
(通知事項) 
第28条　乙は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、甲に対し遅滞なくその旨を書面で通知しなければならない。

 　(1)　住所若しくは所在地、氏名若しくは名称又は電話番号等を変更したとき。

　(2)　代表者に異動が生じたとき。

　(3)　会社の合併等により賃貸借の継承があったとき。

　(4)　その他本件契約の継続に支障があるとき。

(信義誠実の原則) 
第29条　甲及び乙は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行しなければならない。 
２　乙は、貸付物件が横須賀市水道事業用行政財産であることを常に考慮し、適正に使用するように留意しなければならない。
(疑義の決定)

第30条　本件契約に定めのない事項及びこの契約に関して疑義が生じたときは、甲と乙が協議して定めるものとする。

(裁判管轄) 
第31条　本件契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、横浜地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
　この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その1通を保有する。 
　　令和　　年　　月　　日

　

　　　　　　　　甲　　　　横須賀市小川町11番地

　　　　　　　　　　　　　横須賀市

　　　　　　　　　　　　　横須賀市上下水道事業管理者

　　　　　　　　　　　　　　上下水道局長　　長　島　　　洋

　　　　　　　　　　乙　　　　住所（所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　氏名（名称）

（様式８）

令和　　年  　月  　日

質　　疑　　書

　（あて先）横須賀市上下水道事業管理者

「令和７年度 横須賀市上下水道局水道用地貸付」の一般競争入札説明書に関する質疑書を提出します。
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入札参加申込み


来庁日時を必ず電話予約し、必要書類を持参し申込みください。郵送、電話、ファクシミリ、電子メールによる申込みはできません。


申込期間


令和７年８月４日(月)から８月７日(木)まで


午前９時から正午まで、午後1時から午後５時まで


申込場所


横須賀市役所１号館８階 ５番窓口 上下水道局経営部用地管理課


〒238-8550　横須賀市小川町11番地　電話046-822-8613(直通)





入札に関する質問


受付期間


令和７年７月28日(月)～８月１日(金) 午後５時


受付先


横須賀市上下水道局経営部用地管理課


FAX：046-821-4611


E-Mail：� HYPERLINK "mailto:lad-ws@city.yokosuka.kanagawa.jp" �lad-ws@city.yokosuka.kanagawa.jp�





入札（入札書提出は郵送のみ）


入札期間


令和７年８月８日（金）～８月18日（月）必着


入札書等は横須賀市上下水道局が指定したものを使用のこと。


提出書類


入札書 入札金額は１か月間（税抜金額）の貸付料を記載のこと。


委任状 代理人が入札される場合は委任状を同封してください。


郵送先


〒238-8799　横須賀郵便局留　横須賀市上下水道局経営部用地管理課行


※必ず簡易書留で郵送してください。








次ページに続く





開札


開札日時


令和７年８月20日（水）　午後２時


開札場所


横須賀市役所１号館７階 上下水道局Ａ会議室


〒238-8550　横須賀市小川町11番地　


開札の立会い


立会いは任意で、各社２名まで立会い可能です。


落札者の決定


有効な入札を行った者のうち、最低貸付価格以上でかつ最高額で入札した者とします。ただし、落札となるべき貸付料の入札をした者が二者以上あるときは、直ちにくじによって決定します。





契約の締結、契約保証金の納付


契約の締結


令和７年９月１日（月）


契約保証金（貸付価格の５月分）から入札保証金を差し引いた残額について、当局が発行する納入通知書により，横須賀市公金取扱機関等で令和７年９月１日までに納付してください。





貸付契約締結、運用の開始


貸付契約締結


令和７年９月１日（月）


運用の開始


令和７年10月１日（水）





貸付物件





貸付物件





（様式２）





（様式３）








